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的自由貿易体制の創出 とその過程で孕まれたアメリカ的特質を、実業界 ・政府 ・議会それぞれの立場 と
それらの相互連関を総合的に明らかにすることで、アメリカによる経済グローバル化の歴史的原型を確




る。第一には、わが国においては東北大学文学部 ・吉岡昭彦教授および同教授を含む多 くの研究者 によ
るイギリス資本主義を中心 とする帝国主義の世界体制に関す る研究の基礎 をなす多角的貿易決済システ
ムの理論、 これである。第二は、東京大学社会科学研究所 ・鈴木圭介教授をはじめとするわが国のアメ










産業諸部門を基盤 として保護関税政策が確立するに至る。関税法は、産業資本 と農民利害の対抗 と妥協




資本主義が独 占に転化 し消費者収奪が一般化 した時点では、1909年関税法にみられるように、アメリカ
は、鉄鋼製品等への独占保護関税 を含む高率保護関税体系 と高率収入関税をもち、 これを前提 とした一
方的 ・強圧的輸出拡大策=二 重関税制度を有 していた。これに対 し、1913年関税法は、国外か らの競争
を導入することによって、独占の弊害の緩和 と高度被保護産業の改善による全般的な価格低下を促 し、




アメ リカは、西部農業 ・食品加工業の発展、鉄道業の発展の基礎上で、1873年恐慌 とその後の不況を
起点 とし、イギリスに対 し農産物 ・加工農産物の輸出急増を軸 として大幅貿易収支黒字を発生させてい
く。保護関税政策は、イギリスからの工業製品輸入を抑制 し、 この米英貿易関係の変化を促進 した。当
該期の保護関税政策はイギリス中心の古典的世界市場の崩壊開始をアメリカ側から促進するものであっ
たといえる。1890年関税法の制定を起点 とする保護関税政策の拡大 ・強化は、イギリスか らの工業製品
の輸入を遮断し、イギリスをしてアメリカ市場か らの撤退を余儀な くさせるとともに、1893年恐慌 とそ
















法は、もはや産業発展に資するところがないばか りか、潜在的に進行 していた過剰生産の問題 を解決す
ることもできない。 しか も、自動車産業は、1929年には保護関税 よりも輸出拡大への志向を強めていた。
1930年法は斯業にとっては、自己の輸出を阻害する以外の何 ものでもなかったか らである。
アメ リカは、第一次世界大戦を画期 として債務国から債権国へ転化 し、貿易収支は依然 として黒字で
あるうえ、利子・配当収入および戦債の受け取 りがこれに加わり、経常収支 も大幅な黒字であった。1920
年代中葉以降には ドイツを中心 とする 「大陸ヨーロッパ」が主要な貸 し付け ・投資の対象地域 とな り、
これが 「非大陸ヨーロッパ」(事実上イギリス)を除 くすべての地域に対 し輸入超過である当該地域にお
ける購買力の形成 と国際収支の安定化に寄与 しっっ復活 した全世界に及ぶ多角的貿易決済システムを支
えることになった。1930年関税法によ り保護の強化の対象 となったのは、 ヨーロッパ工業諸国からのア
メリカ向け主要輸出品であった。 したがって同法は大恐慌の影響 と重なって当該諸国からの輸入を著 し
く抑制するとともに、まさにその時以降にアメリカの対外貸 し付け ・投資が停止 しその還流が生 じたの
で、両者が相俊って、 とくに ドイツの国際収支を著しく悪化させ ることになった。
旧来の諸産業のような停滞産業に対する保護を強化 した1930年関税法は、アメリカの産業構造の変化
と逆行 しているが故に大恐慌からの国内経済の復興にとって無力であったばか りでな く、債務国か ら債






き、 とくに最大の産業にして最大の輸出産業に成長 した自動車産業の立場に焦点があて られる。まず斯
業こそが貿易政策転換の中核的推進主体をなす位置にあったことを確認 したうえで、その立場 を互恵通
商政策の導入 ・実施 ・継続をめぐって斯業の同業者団体である全国自動車商業会議所(NACC、同団体は




の利害を代表する業界団体に相応 しく、輸出全体の回復による 「国内の状況」の改善=経 済復興を強 く
志向 した。互恵通商協定法に基づ く政策実施の時期を迎え、AMAは、孤立主義に基づ く経済統制の脅威
から 「自由経済」を擁護するという視点に立って、外国貿易の一層の自由化へ と向かってい く。無条件
最恵国待遇の原則が決定的に重要であるとの認識を深めるとともに、国家による貿易統制、割 り当て制、
為替管理 ・制限にも反対 し、また国内の関税引き下げにより輸入を増や して農産物輸出の回復 を図 り、
工業製品のための国内市場の再建を求めるようになる。同法の期限満了が迫 るにっれて、AMAは、無条
件最恵国待遇の原則の相互保証に基づ く貿易の自由化を一層推進 し、多角的貿易関係の再建をとおした





























1934年互恵通商協定法の成立 と延長に基づ く貿易政策の転換によって、推進派の業界団体 ・政府 ・民
主党の立場が政策的に実現 し、批判派の業界団体 ・共和党の立場が政策的に否定されている。このこと
は、強者の論理である経済的自由主義 とそれを保証するための平等主義が貫徹 してい くこと、すなわち、
大量生産産業=輸 出産業で成立 した大企業の利害に沿って諸外国に対し工業製品のみな らず同製品の国
内市場の回復 をめざして農産物をも対象 とする貿易制限の緩和 と平等待遇の保証を要求 し、その代償 と
して高率保護関税に依拠 して存続 している弱小産業の諸企業への保護を削減 し、多角的貿易システムの
再建による世界 とアメリカの貿易の回復 とこれによる国内経済の復興を果たしてい くことが、基本方向
として確定することになる。 このように、貿易政策の転換は、内部成長型=国 内市場依存型 というアメ








む矛盾点を指摘 してい く。 〕
ハルの不況原因認識によれば、各国の 「経済的ナショナリズム」の政策が国際貿易を崩壊させ、これ
によって各国における生産 と消費の均衡が破壊 されて各国経済は崩壊 し、その結果、アメリカの外国貿
易が減少 したため、国内で過剰生産 と失業問題が顕在化 した とされる。したがって互恵通商政策導入の
政策的意図は、工業製品 と農産物の余剰の輸出を促進 し、過剰生産 と失業問題を解決することにあった。
アメリカの輸出貿易を拡大するには、国際貿易の回復による各国経済の復興が必要である。 したがって
同政策ゐ方式 として、互恵原則=双務主義と平等原則=多 角主義の両立が図られた。同政策の実施期に
おいては、アメリカ貿易の 「三角的」性格の認識に基づいて、 とくに平等原則=多 角主義を基礎 とした
アメリカの輸出貿易の拡大 と国際貿易の回復がハルやセイアーによって主張される。当該期以降には、
「経済的ナショナリズム」の政策を前提 とした貿易求償協定や為替清算協定が広が りをみせ始めて くる








いないで国際貿易を決済するよう迫 られた。互恵通 商政策 も矛盾点を孕んでいた。アメリカの政策にお
いて輸出拡大による国内経済の復興 とこれに資する限 りでの多角的貿易システムの再建 という国益優先
の志向がその内実を規定 している限り、双務的貿易システムの構築をめざす ドイツとの対決色を強める
とともに、多角的貿易システムの再建はほとん ど不可能 となる。戦争のみがこの限界を突破することが
できる。アメリカは、第二次世界大戦によって ドイツと日本を撃破 し、さらにイギ リス中心の帝国ブ
ロックを弱体化させ、その圧倒的な経済力を背景 として自己の国益に基づいて自国中心の世界的自由貿
易体制を形成 してい くことになる。
世界大恐慌 と第二次世界大戦のなかか ら、現代世界経済秩序が生み出されて くる。「国際通貨基金」
(IMF)や「関税及び貿易に関す る一般協定」(GATT)から構成され る アメリカによる世界的自由貿易体
制の形成 はその原型をなすものであった。「第六章 アメ リカによる世界的自由貿易体制の創出と実業
界」の課題は、大恐慌期における貿易政策の転換の歴史的意味と、GATT成立の歴史的意味を実業界 と





















して支持 してきた国際化 した大企業であった。ジュネーヴ会議に向けての実業界の立場は 「アメリカの
システム(=自 由企業体制)に 基づ く世界経済の拡張」であった。それ故に、 この 「アメリカのシステ
ム」が、戦後アメリカによって推進される経済 グローバル化の根幹に据えられていくのである。 「自由企
業体制」 とその拡延に基礎を置き、貿易 ・為替や投資の自由化 と、これらを確保するための自国の基準
に基づ く平等な競争条件の実現をめざす現代世界経済秩序の原型が、ここに生み出されてくることになる。
なお、 「補論一アメリカ貿易政策史研究からみたハル・ノー ト」では、セイアーの無差別待遇の原則を
重視する 「『無条件』最恵国政策」論 とアメリカの圧倒的経済力を武器 とするハルによる五原則に基づ く
「開放的貿易システム」の提唱に基づいて、同 「ノー ト」が、日本の 「大東亜共栄圏」構想 と真っ向か
ら対立するものであることを明 らかにするとともに、アメリカの極東政策の総決算に留まらず、アメリ
カを中心 とする 「アメリカのシステム」に基づ く世界的自由貿易体制が形成されて くるという世界史的
文脈のなかでその歴史的意味を把握すべきであることが指摘されている。
「後記」においては、現代 のアメ リカ貿易政策 とわが国の位置 について本研究 の成 果か ら許 される範囲
で簡単 に言及 してい る。GATTを発展 的 に解消 し1995年1月に発効 した 「世界貿易機 関」(WTO)の 設
立協定 にっ いて は、 アメ リカは自国の基準 に基づ く知 的財産権の保護 の強化 の実現 に成功 してお り、 こ
の点が最 も重視 され るべ きこと、 いわゆるアメ リカ的価値観 は 「自由企業体制」 に基礎 を置 き、 これに
適合的 な 「価値体 系」 として存続 してい ること、アメ リカ型 「民主主義」 の本質 については、選挙 は富
者 が権力 を買 う、いわば権力の 「商 品化」の過程であ ること、アメ リカ こそが本物の資本主 義国で あ り、
その人 々は 「ビジネス ・ピープル」で あるこ と、 これ らの諸点 は本研究 において実業界の立場 を軸心 に
据 えた ことと深 く関わってい ること、 アメ リカ による経済 グローバル化 の進展 の うち にあって、 日本 は
い ま、従来 どお りアメ リカに依存 ・従 属、 さらには隷属 してい くのか、 あ るいは自立へ向か う芽 を育て
る方 向へ い くのか とい う重大 な選択 を迫 られてお り、後者への道 はアメ リカによって厳 し く妨 げ られて
い ること、 同グローバル化 が この まま進行すれぼ、 わが国社会の崩壊 への道 に通 じてい るこ と等 を論 じ
てい る。





採用 していくこと、この巨大な政策転換の基盤 をなした実業界の利害 とその実態を解明することを課題
としている。そのため、史料的には議会史料はもとより、膨大な公文書史料(企業 ・業界団体より国務




内容 とする1913年関税法の採用を促 してゆ く歴史過程が考察されている。そのなかで建国史上はじめて
所得税導入が行われることで1913年関税法が、財政収入確保の目的を常に随伴 してきたアメリカ関税政
策史上、画期的な関税改革であったことが解明されている。
次いで第2章 「第一次世界大戦後の高率保護関税政策の復活 ・強化 と産業界」では、第一次世界大戦









では、アメリカは債務国から世界最大の債権国へ と転換 してお り、イギリスに代わって第一次世界大戦
前の多角的貿易 ・決済機構 を主導する使命を帯びていたにもかかわらず、保護関税政策の採用が、 この





されている。ここでは、統計資料に依拠 した産業 ・貿易構造の分析だけでな く、当該期における自動車
産業 と国務省 との連携を裏付ける数多 くの原史料(企 業 ・業界団体より国務省宛書簡 ・文書等)が提示
されるとともに、何 よりも自動車産業の現実的利害が同時代史料を使って明らかにされている。その現
実的利害 とは、国内市場を横溢する巨大な生産力を背景に、何よりも輸出市場を拡大するために、輸入
関税率の引き下げ と農産物輸出の促進を支柱 として、保護関税を要求する弱小産業切 り捨てを図ろうと
するピック ・ビジネス、 自動車産業の利害であ り、それが大統領権限のもとで国務省が推進 した互恵通
商協定 とその延長の政策に貫徹 していた と論者はみている。すなわちこの利害 こそが、無差別 ・平等の
互恵通商政策 を世界市場に対 して押 し出 しうる中核的な推進主体であったことが解明されている。







れを実現する手段 としての1934年互恵通商協定法 という大統領府=国務省の時限つきの無差別 ・平等原
則の通商政策がもつ世界史的意味が強調されている。また この3年 時限の協定法の延長をめぐる政策論
争 もフォローされている。論争当事者の対立する主張を裏付ける史料は過不足な く、考察、分析 されて
いる。 このようなアメリカの1934年互恵通商協定法の展開は、何よりも内部成長型、国内市場依存型の
アメリカ経済の特質が、世界市場の多角的な市場連関を通 してのみ発展 しうるとする確信がその基礎に


















リカの実業界の基本要求が、自由競争に基づ く 「自由企業体制」を全世界に普及 させ る点にあった と結
論づけている。
本章には、日米開戦の契機 となった 「ハル ・ノー ト」に関する補論が付けられている。そこで、論者
が強調 しているのは互恵通商政策に基づ く多角的貿易システムの全世界的構築を望むアメリカと自給自
足の閉鎖的ブロックの形成、大東亜共栄圏を志向する日本 との基本的な対抗関係の存在を証明する史料
としてだけではな く、戦争をいとわず 「国際的な多角的な貿易 ・決済体系」を構築せんとするアメリカ




的整理がなされている。 しかし論者のように、同時代の政策形成 とその遂行に携わ り、関係 した政府、
議会あるいは実業界の人々が残 した第一次史料にさかのぼって膨大な史実に分け入 り、現代史の史的構
造を総合的に解明 したものは稀であった。 この点に論者の独創性 と最大の貢献がある。よって本論文の
提出者は博士(文 学)の 学位を授与されるに充分な資格を有するものと認められる。
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